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資料１ 計画策定の経緯 
 

学識経験者や公募市⺠、関係団体の選出者で構成する草津市住宅政策審議会を開催し、専⾨的・
総合的な⾒地から計画の策定に取り組みました。 
■草津市住宅政策審議会 開催経過 

 開催⽇時 主な議題 

第 1 回 令和４年 
10 ⽉ 7 ⽇（⾦） 

・ 草 津 市 住 ⽣ 活 基 本 計 画 等 の 概 要  
・ 草 津 市 の 住 宅 ・ 住 環 境 を 取 り 巻 く 現 状 と 課 題  
・ 市 ⺠ ア ン ケ ー ト 等 の 実 施 に つ い て  

第 2 回 令和５年 
2 ⽉ 27 ⽇（⽉） 

・ 市 ⺠ ア ン ケ ー ト 等 の 結 果 に つ い て  
・ 草 津 市 住 ⽣ 活 基 本 計 画 ⾻ ⼦ 案 作 成 に 向 け た 課 題 整 理

等 に つ い て  

第３回 ６⽉ 12 ⽇（⽉） 
・ 草 津 市 住 ⽣ 活 基 本 計 画 の 基 本 施 策 、 重 点 施 策 等  
・ 草 津 市 空 き 家 等 対 策 計 画 の 基 本 ⽅ 針  
・ 草 津 市 マ ン シ ョ ン 管 理 適 正 化 推 進 計 画 の 基 本 ⽅ 針  

第４回 ８⽉７⽇（⽉） ・ 草 津 市 住 ⽣ 活 基 本 計 画 素 案  
・ 草 津 市 住 ⽣ 活 基 本 計 画 の 成 果 指 標 案  

第５回 11 ⽉ 22 ⽇（⽔） ・ 草 津 市 住 ⽣ 活 基 本 計 画 案  

■草津市住宅政策審議会 委員       （各号五⼗⾳順、敬称略） 

 委員資格者 ⽒ 名 所 属 等 

１ 
１号委員 

学識経験者 

岡井 有佳 ⽴命館⼤学理⼯学部 教授 

２ 中 睦 滋賀弁護⼠会 

３ 宮本 雅⼦【会⻑】 滋賀県⽴⼤学⼈間⽂化学部 名誉教授 

４ ２号委員 
公募市⺠ 

杉江 由紀⼦ 公募委員 

５ ⻄澤 奈都美 公募委員 

６ 

３号委員 
関係団体から

の選出者 

今井 博詞 草津市まちづくり協議会連合会 

７ ⼩林 道雄 ⼀般社団法⼈滋賀県マンション管理⼠会 

８ 清⽔ 和廣 社会福祉法⼈草津市社会福祉協議会 

９ ⽵川 和貴 公益社団法⼈滋賀県宅地建物取引業協会 

１０ ⼟野池 正義【副会⻑】 公益社団法⼈滋賀県建築⼠会 

※任期：令和４年９⽉１⽇から令和６年８⽉３１⽇まで 
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■草津市附属機関設置条例 
平成２５年３⽉２９⽇ 条例第 3 号 

（令和５年４⽉１⽇施⾏） 
（趣旨） 

第１条 地⽅⾃治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第１３８条の４第３項に規定
する附属機関および地⽅公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１４条に規定する組織とし
て設置する附属機関（以下これらを「附属機関」という。）の設置等については、法律もしくはこ
れに基づく政令または他の条例に定めるもののほか、この条例に定めるところによる。 
（附属機関の設置およびその担任する事務） 

第２条 市は、市⻑の附属機関として別表第１の名称の欄に掲げる機関を置き、その担任する事務
を同表の担任事務の欄に掲げるとおり定める。 

２ 市は、教育委員会の附属機関として別表第２の名称の欄に掲げる機関を置き、その担任する事
務を同表の担任事務の欄に掲げるとおり定める。 

３ 市は、⽔道事業および下⽔道事業の管理者の権限を⾏う市⻑（以下「管理者」という。）の附属
機関として別表第３の名称の欄に掲げる機関を置き、その担任する事務を同表の担任事務の欄に
掲げるとおり定める。 

４ 市は、農業委員会の附属機関として別表第４の名称の欄に掲げる機関を置き、その担任する事
務を同表の担任事務の欄に掲げるとおり定める。 
（組織） 

第３条 附属機関の委員の定数は、別表第１、別表第２、別表第３および別表第４の定数の欄に掲
げるとおりとする。 

２ 附属機関が担任する事務のうち、特定または専⾨の事項について調査審議等をするため、当該
附属機関の委員で構成する分科会、部会その他これらに類する組織を当該附属機関に置くことが
できる。 
（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、附属機関の組織、運営その他必要な事項は、当該附属機関
の属する執⾏機関および管理者が定める。 

付 則 
（前段 省略） 

付 則（令和５年３⽉２７⽇条例第３号） 
この条例は、令和５年４⽉１⽇から施⾏する。 

 
 
別表第１（該当部分のみ抜粋） 

名称 担任事務 定数 

草津市住宅政策審議会 住宅の政策の推進に関し必要な事項について
の調査審議に関する事務 

１０⼈以内 
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■草津市附属機関運営規則 
平成２５年４⽉１⽇ 規則第３５号 

（令和５年４⽉１⽇施⾏） 
（趣旨） 

第１条 この規則は、草津市附属機関設置条例（平成２５年草津市条例第３号。以下「条例」とい
う。）別表第１に掲げる市⻑の附属機関（別に定めるものを除く。以下「附属機関」という。）の
運営に関し必要な事項を定めるものとする。 
（委員） 

第２条 附属機関の委員は、別表第１の委員資格者の欄に掲げる者のうちから市⻑が委嘱し、また
は任命する。 
（任期） 

第３条 附属機関の委員の任期は、２年とする。ただし、委員が⽋けた場合における補⽋の委員の
任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 別表第２に掲げる附属機関の委員の任期は、前項本⽂の規定にかかわらず、それぞれ同表の任
期の欄に掲げるとおりとする。 
（委員⻑等） 

第４条 附属機関に委員⻑および副委員⻑を置く。 
２ 前項の規定は、委員⻑の名称に会⻑その他これに類する名称を、副委員⻑の名称に副会⻑その

他これに類する名称を⽤いることを妨げるものではない。 
３ 委員⻑（会⻑その他これに類する名称である場合を含む。以下同じ。）および副委員⻑（副会

⻑その他これに類する名称である場合を含む。以下同じ）は、委員の互選によりこれを定める。 
４ 委員⻑は、附属機関を代表し、会務を総理する。 
５ 副委員⻑は、委員⻑に事故があるときまたは委員⻑が⽋けたときは、その職務を代理する。 
６ 委員⻑および副委員⻑にともに事故があるときまたは委員⻑および副委員⻑がともに⽋けた

ときは、委員⻑があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 
７ 別表第３に掲げる附属機関の委員⻑および副委員⻑は、第３項の規定にかかわらず、それぞれ

同表の委員⻑および副委員⻑の欄に掲げる者をもって充てる。 
（附属機関の会議） 

第５条 附属機関の会議は、委員⻑が招集する。ただし、委員⻑、副委員⻑および前条第５項によ
り指名された委員の全てが不在の場合は、市⻑が招集する。 

２ 委員⻑は、会議の議⻑となる。 
（定⾜数および議決の⽅法） 

第６条 附属機関の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 
２ 会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議⻑の決するところに

よる。 
３ 前２項の規定にかかわらず、別表第４に掲げる附属機関の定⾜数および議決の⽅法は、それぞ

れ同表の定⾜数および議決の⽅法の欄に掲げるとおりとする。 
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（関係⼈の出席等） 
第７条 附属機関は、必要と認めたときは、その議事に関し専⾨的知識を持つ者または関係⼈を出

席させ、説明または意⾒を聴くことができる。 
（守秘義務） 

第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 
（分科会等） 

第９条 条例第３条第２項の規定により、別表第５に掲げる附属機関に、それぞれ分科会等の欄に
掲げる分科会、部会その他これらに類する組織（以下「分科会等」という。）を置き、担任事務の
欄に掲げる事務を所掌させる。 
（庶務） 

第１０条 別表第１に掲げる附属機関の庶務は、同表の所属の欄に掲げる所属がこれを⾏う。 
（その他） 

第１１条 この規則に定めるもののほか附属機関の運営に関し必要な事項は、委員⻑が附属機関に
諮ってこれを定める。 

付 則 
（前段 省略） 

付 則（令和５年３⽉３１⽇規則第３７号） 
この規則は、令和５年４⽉１⽇から施⾏する。 
 

別表第１（該当部分のみ抜粋） 
附属機関の名称 委員資格者 所属 

草津市住宅政策審議会 (1) 学識経験を有する者 
(2) 公募市⺠ 
(3) 関係する団体から選出された者 
(4) その他市⻑が必要と認める者 

都市計画部建築政策課 
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資料２ 公営住宅の将来需要の推計 
 

中⻑期的な需要を踏まえた効率的かつ効果的な公営住宅の活⽤を⾏うため、要⽀援世帯数の推計
を⾏い、公営住宅の将来需要を把握します。 
１ 要⽀援世帯数の推計 

国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所の住宅確保要配慮者世帯数推計⽀援プログラム（ストック推
計プログラム）を⽤いて、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所の推計⼈⼝や平成 30 年住宅・⼟地統計
調査の所有関係・収⼊等をもとに住宅確保の⽀援の必要性が⾼い要⽀援世帯数の推計を⾏います。 

「要⽀援世帯」の対象となる世帯 
・⾃⼒では最低居住⾯積⽔準を達成することが著しく困難な年収（著しい困窮年収未満）の世

帯のうち「最低居住⾯積⽔準未満の世帯（次⾴図【Ａ】）」および「最低居住⾯積⽔準以上で
ある世帯のうち⾼家賃負担である世帯（次⾴図【Ｂ】）」 

・「著しい困窮年収以上であるが最低居住⾯積⽔準未満の世帯（次⾴図【Ｃ】）」 
 
推計の結果、令和２年の要⽀援世帯数は 1,576 世帯です。今後増加する⾒込みで、令和 27 年に

は 1,766 世帯となります。 

表 要⽀援世帯数の推移（推計値） 
 R2 R7 R12 R17 R22 R27 

要⽀援世帯数 1,576 世帯 1,587 世帯 1,610 世帯 1,647 世帯 1,676 世帯 1,766 世帯 

 
【解説】 

〇 著しい困窮年収とは 
草津市内の住宅市場の⽔準で、⾃⼒では最低居住⾯積⽔準を達成することが著しく困難な年

収のこと。 
「⺠間賃貸住宅の 1 ㎡あたりの平均家賃単価で、最低居住⾯積⽔準の住宅に、適正な家賃負

担で⼊ることができない限度年収」と定義する。 
 （算出⽅法） 

 
 
 
 

 
※1：住⽣活基本計画（全国計画）より 
※2：七期五計関連資料作例要領(国⼟交通省)の「持家償還負担限度率・家賃負担限度率」に公営住 

宅の家賃算定における「市町村⽴地係数」を乗じて地域補正したもの 
 

〇 ⾼家賃負担とは 
草津市の「年収 200 万円未満世帯の平均家賃負担率（令和２年で 36.0％）」よりも⾼い家賃

負担をしている世帯のこと。 

12 ヶ⽉ ⺠間賃貸住宅 1 ㎡あたりの 
家賃単価（令和 2 年：1,398 円/㎡） × × ＝ 

最低居住⾯積⽔準を満たす 
住宅の家賃（年間） 

最低居住⾯積⽔準を満たす 
住宅の家賃（年間） ÷ 家賃負担限度率(※2) ＝ 著しい困窮年収 

最低居住 
⾯積⽔準(※1) 
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２ 公営住宅で対応すべき要⽀援世帯数 
以下の考え⽅をもとに、公営住宅の将来需要として公営住宅で対応すべき要⽀援世帯数を設定します。 

困窮状況に応じた住宅確保の考え⽅ 
・最低居住⾯積⽔準未満の【Ａ】【Ｃ】（最低限の居住⽔準を確保できていない世帯）は原則公

営住宅で対応する。 
・最低居住⾯積⽔準以上であるが、著しい困窮年収未満で⾼家賃負担の【Ｂ】は公営住宅およ

び⺠間住宅（セーフティネット住宅等）で対応する。 
・その他の公営住宅収⼊基準以下の世帯は、⺠間住宅への居住⽀援などで対応する。 

図 困窮状況に応じた住宅確保の考え⽅ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

ここでは、中⻑期的な視点から将来の要⽀援世帯の増加にも対応できるように、令和 27 年時点
の要⽀援世帯数を⾒据えた将来需要を把握します。 

下表のとおり、令和 27 年時点の要⽀援世帯数（1,766 世帯）から、セーフティネット住宅として
活⽤可能な⺠間住宅のボリュームを勘案※し整理した結果、公営住宅で対応すべき要⽀援世帯（公
営住宅の将来需要）は 804 世帯となります。 

※草津市内のセーフティネット住宅数（令和５年８⽉時点：962 ⼾） 

表 公営住宅で対応すべき要⽀援世帯数 
 要⽀援世帯等（推計値） 困窮状況に応じた住宅確保 

  世帯数  公営で対応 ⺠間で対応  
公
営
住
宅
収
⼊
基
準
以
下 

要⽀援世帯 
1,766 

Ａ： 250 ➡ 250   

Ｂ： 1,392 ➡ 430 962 

セーフティネット住宅で対応 
 合計 

  1,766 世帯 

Ｃ： 124 ➡ 124   

その他の世帯 3,719 ➡  3,719 
⺠間住宅への居住⽀援  

 
  

収⼊分位25％ 
（⾼齢世帯は40%, 

⼦育て世帯は50％）相当 

 公営住宅収⼊基準 

著しい困窮年収 

居住⾯積⽔準 

収⼊ 

最低居住 
⾯積⽔準 

Ａ 
原則公営で

対応 
 

Ｂ(⾼家賃負担) 
公営＋⺠間で対応 

公営住宅で対応すべき要⽀援世帯 

Ｃ 
原則公営で

対応 

セーフティネット住宅で対応
（住宅の確保＋居住⽀援） 

公営住宅で対応 

⺠間住宅への居住⽀援など 

その他の要⽀援世帯 

公営住宅で対応すべき要⽀援世帯：804 世帯 
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資料３ ⽤語解説 
 

 
【ＡＩ】  
Artificial Intelligence の略。⼈⼯的な⽅法によ
る学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び
⼈⼯的な⽅法により実現した当該機能の活⽤
に関する技術のこと。 
 
【CO２ネットゼロ】 
温暖化の原因である温室効果ガス（主に CO2

（⼆酸化炭素））を削減し、「⼈間の活動によ
り排出される CO2 の量」と「森林などが吸収
する CO2 の量」がほぼ同じである状態。 
 
【ＤＸ】 
Digital Transformation の略。「Transformation」
は X-formation と表記されるためこの頭⽂字の
X から、DX と略す。将来の成⻑、競争⼒強化の
ために、新たなデジタル技術を活⽤して新たな
ビジネスモデルを創出・柔軟に改変すること。 
 
【ＩＣＴ】 
Information and Communication Technology
の略。コンピュータ情報通信ネットワーク（イ
ンターネット等）の情報通信技術を表す⾔葉。 
 
【ＩｏＴ】 
Internet of Things の略。⾃動⾞、家電、ロボッ
ト、施設などあらゆるモノがインターネットに
つながり、情報のやり取りをすることで、モノ
のデータ化やそれに基づく⾃動化等が進展し、
新たな付加価値を⽣み出すというコンセプト
を表した語。 
 
 

 
【ＮＰＯ】 
Nonprofit Organization の略。⺠間⾮営利法⼈
組織の略語で、もともとはアメリカの法⼈制度
で認められた⺠間の⾮営利法⼈を指す制度⽤
語。 
 

【ＰＤＣＡ】  
計画（Plan）を実⾏（Do）し、評価（Check）
して改善（Act）に結びつけ、その結果を次の計
画に活かすプロセス。 
 
【SDGs】 
Sustainable Development Goals の略。2015
年 9 ⽉の国連サミットで加盟国の全会⼀致で採
択された「持続可能な開発のための 2030 アジ
ェンダ」に記載された、2030 年までに持続可能
でよりよい世界を⽬指す国際⽬標のこと。 
 
【ＺＥＨ】 
ゼッチ、net Zero Energy House の略。外⽪の
断熱性能等を⼤幅に向上させるとともに、⾼効
率な設備システムを導⼊し、室内環境の質を維
持しつつ⼤幅な省エネルギーを実現した上で、
再⽣可能エルギー等を導⼊することにより、年
間の⼀次エネルギー消費量の収⽀をゼロとす
ることを⽬指した住宅のこと。 
 

 

【エコ】 
Ecology（エコロジー）の略。⼈間も⽣態系の⼀
員であるとの視点から、⼈間⽣活と⾃然 
との調和・共存をめざす考え⽅。 
 

【温熱環境】 
室内環境の暑さや寒さの熱的な感覚(温熱感覚)
や快適感に関連する要素による環境をいう。 
 

数字・アルファベット順 
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【カーボンニュートラル】 
温室効果ガスの排出について、⼆酸化炭素をは
じめとする温室効果ガスの排出量から、森林な
どによる吸収量を差し引いてゼロとなってい
ること。CO2 ネットゼロとほぼ同義。 
 
【管理組合】 
「建物の区分所有等に関する法律」に基づき、
マンションの区分所有者全員で構成される団
体。区分所有者から選出された理事会が中⼼と
なり、マンション管理規約の作成や共⽤部分の
管理、修繕積⽴⾦の管理などを⾏う。 
 
【管理計画認定制度】  
マンション管理の適正化の推進のための計画
を策定した地⽅公共団体が、管理組合の⻑期修
繕計画やこれに基づく資⾦計画、組合の運営状
況等を評価し、⼀定の基準を満たすマンション
の管理計画を認定することができる制度。 
 

【既存住宅】  
新築住宅以外の住宅。流通等に際しては⼀般に
中古住宅ともよばれる。 
 

【給与住宅】 
企業や官公庁が、その従業員に対して賃貸する
住宅のことで、社宅、官舎、独⾝寮などの総 
称。 
 

【⾏政代執⾏／略式代執⾏】 
「⾏政代執⾏」は、「⾏政代執⾏法」に基づき
特定空家等の所有者等に代わって⾏政が強制
的に措置を⾏うことをいい、「略式代執⾏」と
は、特定空家等の所有者等が特定できない場
合、「空家等対策の推進に関する特別措置法」
に基づき、⾏政が措置を⾏うことをいう。 

 

【居住⽀援法⼈】  
「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給
の促進に関する法律」に基づき都道府県が指定
する法⼈で、住宅確保要配慮者の⺠間賃貸住宅
への円滑な⼊居の促進を図るため、家賃債務保
証の提供、住宅情報の提供・相談、⾒守りなど
の⽣活⽀援等を⾏うもの。 
 

【近居／隣居】  
「近居」とは、２つの世帯が徒歩圏内などの近
所にそれぞれの住まいを構え、お互いが⽇常的
に援助し、援助されるような近さで暮らすこと。
また、「隣居」とは、２つの世帯が同じ敷地内 
などすぐ近くに２つの住居を構えて、隣同⼠で
住まうこと。 
 

【グループホーム】 
障害のある⼈や認知症⾼齢者などで⽣活に困
難を抱えた⼈達が、⽀援員の援助を受けながら
少⼈数のグループで家庭的な共同⽣活を営む
ことにより、⽣活の再構成を⽬指す介護形態、
またはそのための施設。 
 
【公営住宅】 
公営住宅法の規定による国の補助によって、地
⽅公共団体が建設･買取りまたは借上げを⾏う、
住宅に困っている低額所得者のための賃貸住
宅。⺠間賃貸住宅とは異なり、⼊居者資格や制
限が定められている。 
 

【公的賃貸住宅】  
公営住宅および独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構ま
たは地⽅住宅供給公社が整備する賃貸住宅等。 
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【⾼齢者向け住宅】  
⾼齢者向けの良好な居住環境を備えた賃貸住
宅および⾼齢者福祉施設。本計画では、主にサ
ービス付き⾼齢者向け住宅、有料⽼⼈ホーム等
を指す。 
 

【コミュニティ】 
⼀般的に地域共同体または地域共同社会のこ
と。 
 

【コンパクト・プラス・ネットワーク】 
地域の活性化とともに、医療・福祉・商業等の
⽣活機能を確保し、安⼼して暮らせるよう、都
市全体の構造を⾒渡しながら、⽣活機能に関連
する施設と、それと連携した地域公共交通ネッ
トワークの再編を⾏うまちづくりのこと。 
 

 

【サービス付き⾼齢者向け住宅】 
住宅として居室の広さや設備、バリアフリーと
いったハード⾯に加え、ケアの専⾨家による 
安否確認や⽣活相談サービスを提供すること
などにより、⾼齢者が安⼼して暮らすことがで
きる環境を整えた住宅。 
 
【再⽣可能エネルギー】 
太陽光や太陽熱、⽔⼒、⾵⼒、バイオマス、地
熱など、⼀度利⽤しても⽐較的短期間に再⽣が
可能であり、資源が枯渇しないエネルギーのこ
と。 
 

【最低居住⾯積⽔準】 
世帯⼈数に応じて、健康で⽂化的な住⽣活を営
む基礎として必要不可⽋な住宅の⾯積につい
て、住⽣活基本計画（全国計画）で⽰される⽔
準。 
 

 

【サテライトオフィス】 
オフィスの管理主体や活⽤形態は問わず、都
市部の企業等が本拠から離れたところに設置
する遠隔勤務のためのオフィスの総称。 
 
【市街化区域／市街化調整区域】  
都市計画法に基づく都市計画区域のうち、既に
市街地を形成している区域と概ね 10 年以内に
優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域を
市街化区域といい、市街化を抑制すべき区域を
市街化調整区域という。 
 
【⾃主防災組織】  
町内会やマンション管理組合等による⾃主的
な防災活動を⾏う組織。消防署、消防団から指
導を受けて消⽕訓練、⼼肺蘇⽣法などの訓練や、
町内の消⽕栓、防⽕⽔槽の点検、⾃主的な訓練
の実施を⾏う。 
 

【社会増減】 
〔転⼊者数−転出者数〕で算出した増減数。 
 
【住宅確保要配慮者】 
低額所得者、被災者、⾼齢者、障害のある⼈、
⼦どもを育成する家庭等住宅の確保に特に配
慮を必要とする者。 
 
【住宅セーフティネット】 
経済的な危機に陥っても最低限の安全を保障
する社会的な制度や対策の⼀環として⾏う、住
宅に困窮する世帯に対する住宅施策。住宅確保
要配慮者に安全で良質な住まいを提供するこ
とを中⼼としている。 
 

【住宅ストック】 
ある国、あるいは地域に、ある時点で存在する
住宅の量。 
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【住宅マスタープラン】 
地⽅⾃治体が作成する住宅政策に関する基本
計画。住⽣活基本法の制定以後は、都道府県も 
しくは市区町村版の住⽣活基本計画として位
置づけられることが多い。 
 

【住宅⽤地特例】 
住宅が建っている⼟地に対する固定資産税や
都市計画税を軽減する措置のこと。現に⼈が居
住している住宅だけでなく空き家であっても、
特例が適⽤されるため、空き家の取り壊した場
合は固定資産税が⾼くなることとなる。 
 

【省エネルギー】 
⽯油・電⼒・ガスなどのエネルギーを効率的に
使⽤し、その消費量を節約すること。省エネ。 
 

【⼩規模保育施設】 
ビル等のテナントなどを活⽤して 6〜19 ⼈の
⼦どもを預かる保育施設で、0 歳児（2〜6 ヵ
⽉）〜2 歳児の⼦どもが対象となる。 
 
【スマートハウス】 
IT(情報技術)を使って、家庭内の照明器具、調
理器具、冷暖房器具などの電気やガスをエネル
ギー源とする機器を制御し、省エネと CO2 排出
の削減を実現する住宅。 
 
【セカンドハウス】  
週末などに⽇常⽣活を送る、⾃宅とは別の場所
に持つもう⼀つの住まい。 
 

【ゼロカーボンシティ】  
2050 年に CO2（⼆酸化炭素）を実質ゼロ（カー
ボンニュートラル）にすることを⽬指す表明を
した地⽅⾃治体のこと。 
 

 

 

 

【脱炭素社会】 
温室効果ガスの⼈為的排出と吸収の均衡が達
成された社会のこと。 
 

【地域コミュニティ】 
地域住⺠が⽣活している場所、住⺠相互の交流
が⾏われている地域社会、あるいはそのよう 
な住⺠の集団。 
 
【地域包括⽀援センター】 
地域の⾼齢者の⼼⾝の健康の維持、保健・福祉・
医療の向上、⽣活の安定のために必要な援助や
⽀援を包括的に⾏う中核機関のことで、在宅で
⽣活している⾼齢者や家族を介護している⼈
から寄せられる相談などに応じる。 
 

【地区計画】 
都市計画法に定められている、住⺠の合意に基
づいて、それぞれの地区の特性にふさわしい 
まちづくりを誘導するための計画。都市計画区
域に適⽤される。 
 
【地区防災計画】  
⼀定の地区の居住者および事業者が⾏う⾃発
的な防災活動に関する計画。 
 
【昼夜間⼈⼝⽐率】 
夜間⼈⼝（常住⼈⼝）100 ⼈あたりの昼間⼈⼝
の割合のこと。 
 
【⻑期修繕計画】  
マンション管理に当たって、将来⾒込まれる修
繕⼯事や改修⼯事について、その内容や時期、
費⽤について計画したもの。この計画に基づき
⽉々の修繕積⽴⾦の額が設定される。 
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【⻑期優良住宅】 
⻑期にわたり良好な状態で使⽤するための措
置が講じられた優良な住宅。 
 
【テレワーク】  
ICT（情報通信技術）を利⽤し、時間や場所を有
効に活⽤できる柔軟な働き⽅のこと。 
 
【特定空家等】  
そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険
となり、または著しく衛⽣上有害となるおそれ
のある状態、適切な管理が⾏われていないこと
により著しく景観を損なっている状態その他
周辺の⽣活環境の保全を図るために放置する
ことが不適切である状態にある空き家または
これに付属する⼯作物およびその敷地。市町村
⻑は、「空家等対策の推進に関する特別措置法」
に基づき、認定した特定空家等に対し、是正の
ための⽴⼊調査や、措置の指導、勧告、命令、
代執⾏を⾏うことができる。 
 
【都市基盤】  
道路、鉄道、河川、上下⽔道、エネルギー供給
施設、通信施設などの⽣活・産業基盤や学校、
病院、公園などの公共施設。 
 

 

【⼆次的住宅】 
別荘や、普段住んでいる住宅とは別に、残業
で遅くなったときに寝泊りするなど、たまに
寝泊りしている⼈がいる住宅。 
 

【ニューノーマル】 
新型コロナウイルス感染症の影響によりもた
らされた新たな価値観や⽣活スタイル。代表
的なものとして、テレワークやオンライン会
議・オンライン授業の普及などがある。 

 

【ハザードマップ／ハザードエリア】 
洪⽔、⼟砂災害、津波等の⾃然災害に対して、
被害が予測される区域および避難地・避難路等
が記載されている地図。ハザードエリアはその
なかで被害の恐れがあるエリア。 
 
【バリアフリー】 
⽣活環境において障害のある⼈にとって障壁
のない状態。物的環境整備の条件を表す概念と
して⽤いることが多い。 
 
【ベッドタウン】 
都⼼へ通勤する者の住宅地を中⼼に発達した、
⼤都市周辺の郊外化した衛星都市。 
 
【⺟⼦世帯／⽗⼦世帯】 
配偶者のいない⺟もしくは⽗と未成年の⼦ど
もを主な構成員とする家庭。 
 

 
【マンション管理⼠】  
マンション管理適正化法第 30 条第１項の登録
を受け、マンション管理⼠の名称を⽤いて、専
⾨的知識をもって、管理組合の運営その他マン
ションの管理に関し、管理組合の管理者等⼜は
マンションの区分所有者等の相談に応じ、助⾔、
指導その他の援助を⾏うことを業務とする者
をいう。 
 

 
【要介護】 
介護保険制度において、介護を要する状態（要
介護）を市町村が認定するもの。 
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【誘導居住⾯積⽔準】 
世帯⼈数に応じて、豊かな住⽣活の実現の前提
として多様なライフスタイルに対応するため
に必要と考えられる住宅の⾯積について、住⽣
活基本計画（全国計画）で⽰される⽔準。都市
の郊外および都市部以外の⼀般地域における
⼾建住宅居住を想定した「⼀般型誘導居住⾯積
⽔準」と、都市の中⼼およびその周辺における
共同住宅居住を想定した「都市居住型誘導居住
⾯積⽔準」からなる。 
 
【有料⽼⼈ホーム】  
⾼齢者を⼊居させて、①⼊浴・排泄・⾷事等の
介護の提供、②⾷事の提供、③洗濯・掃除等の
家事、④健康管理のいずれかを⾏う施設のこと。
「介護付」、「住宅型」、「健康型」の３区分があ
る。 
 

 
【ライフサイクル】 
住宅の場合、建設から解体に⾄るまでの段階。 
 
【ライフスタイル】 
⽣活の様式・営み⽅。また、⼈⽣観・価値観・
習慣などを含めた個⼈の⽣き⽅。 
 
【⽴地規制】 
何らかの施設を設置する際の⽴地に関し、法律
や都道府県・市町村条例に基づいてかけられる
規制。 
 
【リノベーション】  
建築当初の性能に戻すリフォーム(修繕)に対し、
リノベーションは、建物の持つ元々の性能以上
に新たな付加価値を加え再⽣させることを指
す。 
 
 

【リフォーム】 
建設後年数を経て陳腐化した建物の内装、外装、
設備、デザインなどを改良すること。 
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